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２ 請求書の提出 
 

令和６年４月５日 

 

３ 請求の概要 
 

請求人が提出した杉並区職員措置請求書並びに事実証明書及び甲第１号から

甲第８号までは別紙１－１のとおりであり、措置請求の概要は次のとおりである。 
 
＜請求の要旨＞ 

 
（１）対象者 

 
  ア 杉並区選挙管理委員会委員長及び各委員（以下「委員長等」という。） 

  イ 杉並区選挙管理委員会事務局長（以下「事務局長」という。） 石田幸男 

  ウ 杉並区長（以下「区長」という。） 岸本聡子 
 
（２）財務会計上の行為 

 
令和５年度杉並区予算の２款総務費、３項選挙費のうち、令和５年４月23日

執行の杉並区議会議員選挙（以下「令和５年区議選」という。）における選挙

公報発行経費の執行行為 
 
（３）上記執行の違法かつ不当の理由 

 
  ア 令和５年４月に、杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の

発行に関する条例（昭和54年杉並区条例第２号。以下「選挙公報条例」とい

う。）第４条（選挙公報における品位保持）に違反する「絵と文字の一体的

表現」（以下、請求人の主張において「差別助長表現」という。）を掲載した

令和５年区議選の選挙公報（以下「当該選挙公報」という。）を発行したこ

とは、条例違反である。また、当該選挙公報を杉並区内に全戸配布し、選挙

公報の保持すべき品位を失墜させたことは不当である。 
 
  イ 委員長等は、杉並区選挙執行規程（平成16年杉並区選挙管理委員会告示第

11号。以下「選挙執行規程」という。）第79条に反し、選挙公報における品

位保持の規定に係る責務を果たさず、令和５年区議選の候補者田中裕太郎

（以下「当該候補者」という。）が申請した選挙公報原稿が選挙公報条例第

４条に合致しているかの確認を怠り、個人の尊厳と名誉を傷つける差別助長

表現の訂正を当該候補者に求めず、当該選挙公報に掲載して発行した。この

ことは、選挙執行規程違反であり、全戸配布を執行したことは不当である。

同趣旨の規定は、東京都選挙執行規程第56条第１項及び第２項にも定められ

ており、選挙執行規程第79条に違反した選挙公報発行経費の支出は不当であ

る。 
 
  ウ 委員長等及び事務局長が、令和５年４月１日に施行された杉並区性の多様

性が尊重される地域社会を実現するための取組の推進に関する条例（令和５

年杉並区条例第12号。以下「性の多様性尊重条例」という。）第３条及び第
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４条に違反した差別助長表現を掲載した当該選挙公報を発行したことは条

例違反である。また、当該選挙公報を全戸配布し、個人の尊厳、基本的人権

を著しく侵害し、性の多様性の尊重に反する差別観を助長して杉並区民（以

下「区民」という。）の平穏な生活の確保を妨げたことは違法かつ不当であ

る。 
 
  エ 委員長等及び事務局長並びに区長による令和５年区議選の選挙公報発行

経費の執行は、憲法第99条で定められた憲法を尊重し擁護する公務員の義務

に反し、違法である。 
 
（４）杉並区政（以下「区政」という。）における損害の発生 

 
  ア 杉並区（以下「区」という。）は、令和５年４月１日に、性の多様性尊重

条例を施行し、区民及び事業者に条例の理念と責務の周知に努め、条例の目

的達成を図っていた。同時期に執行された当該選挙公報の発行と全戸配布は、

同条例第３条及び第４条に違反する行為である。甲第２号の当該候補者の選

挙公報の中の甲第１号の差別助長表現は、性の多様性の尊重の促進を逆行さ

せる差別と偏見を区民に広め、区政全般への信頼と選挙遂行への信頼をも損

ねた。選挙公報発行経費の執行は、区政全般の事業遂行に多大の損害を発生

させたことは明らかである。 
 
  イ 令和５年度の総務費、３項選挙費の「区議会議員選挙」のうち、選挙公報

発行経費の執行は、区が令和５年１月27日付けで、印刷製本請負契約を締結

し、同年６月６日に304万6,648円を請求された支出である。当該選挙公報は、

35万6,000部発行された。この部数は、区民の18歳以上の有権者の投票者数

にも匹敵し、当該選挙公報は、有権者にとって重要な情報であることから、

差別助長表現が選挙行動に与えた影響は計り知れない。差別助長表現を掲載

して発行したことは、性の多様性尊重条例に反し、区の予算執行による選挙

遂行で差別と偏見を広めたことに他ならない。人権の侵害を回復するために

負うべき区の責務は、金銭で表せないほどに膨大である。 
 
（５）措置の請求 

 
  ア 委員長等は、選挙執行規程第79条及び性の多様性尊重条例に違反した当該

選挙公報を発行し、全戸配布して区民に性の多様性の尊重に対する偏見と差

別観を助長し、個人の尊厳を侵害し、区民の平穏な生活の確保を著しく妨げ

たことを、区民に謝罪し、しかるべき責任をとること。 
 
  イ 事務局長は、候補者から申請された原稿を「選挙公報掲載文及び掲載写真

チェックリスト」に定められたチェックポイント事項である「選挙公報とし

ての品位を損なう文言が掲載されていないことを確認する」ことを怠り、選

挙公報条例第４条及び法務省人権擁護局調査救済課補佐官から発出された

平成31年３月12日付け事務連絡「選挙運動、政治活動等として行われる不当

な差別的言動への対応について」（以下「法務省事務連絡」という。）で留意

すべき不当な差別的言動を禁止せず、品位を損なう差別助長表現を選挙公報

に掲載した要因を究明し、区民に説明して謝罪し、しかるべき責任をとるこ

と。 
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  ウ 委員長等及び事務局長は、選挙公報に選挙公報条例第４条を明記し、候補

者に選挙執行規程第79条の選挙公報の品位保持規定並びに性の多様性尊重

条例第３条及び第４条の実行を義務付け、基本的人権と個人の尊厳を保障す

る選挙公報の発行を行い、憲法を遵守して公正な選挙を実施すること。 
 
  エ 区長は、性の多様性尊重条例第１条の「性の多様性が尊重される地域社会

の実現を図り、性を理由とする差別等の禁止に努め、全ての区民が相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する地域社会を実現する」施策を実施する

責務（第５条）を負っている。選挙公報発行経費を含めた全予算執行におい

て、同条例第３条及び第４条に違反する予算執行を防止し、同条例第８条を

徹底するための職員の研修と人権擁護組織の充実を図ること。 
 
＜個別外部監査契約に基づく監査の要求＞ 

 
地方自治法第 252 条の 43 第１項の規定により、本件監査請求は、杉並区選挙

管理委員会（以下「委員会」という。）を対象とすることから、監査委員は現職

区議会議員でなく、個別外部監査契約に基づく監査によることを要求する。 

 

４ 請求の受理 
 

本件監査請求については、令和６年４月 15 日の監査委員会議において、監査

委員４名（池田美英監査委員、三浦 仁監査委員、内山忠明監査委員及び小林ゆ

み監査委員）の合議により、地方自治法第 242 条所定の要件を具備しているもの

と認め、受理することに決定し、請求人には、同年４月 16 日付けの文書により

この旨を通知した。 

なお、同年５月 22 日付けで小林ゆみ監査委員が退任し、同年５月 23 日付けで

藤本なおや監査委員が就任した。 

 

５ 個別外部監査契約に基づく監査の適否 
 

請求人は、地方自治法第 252 条の 43 第１項の規定に基づき、個別外部監査契

約に基づく監査を求めていることから、令和６年４月 15 日の監査委員会議にお

いて、その適否について審査を行った。 

請求人は、本件監査請求の対象が委員会であることを理由に、監査委員による

監査に代えて、個別外部監査契約に基づく監査によることを求めているが、本件

監査請求は、選挙公報の発行等の適法性に関するものであり、特殊専門的な視点

が必要なものではなく、その違法性・不当性の有無については、監査委員が監査

することができるものと認められる。また、杉並区監査委員には、議員選出の監

査委員１名が含まれているが、当該委員は、本件監査請求に直接の利害関係を有

しておらず、地方自治法第 199 条の２に規定する除斥事由に該当するとは認めら

れない。 

したがって、個別外部監査契約に基づく監査によることが相当であるとは認め

られないことから、監査委員による監査を実施することに決定した。 
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なお、請求人には、令和６年４月 16 日付けで、本件監査請求については、個

別外部監査契約に基づく監査によることが相当であるとは認められないと判断

した旨を通知した。 
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第２ 監査の実施 

 

１ 証拠の提出及び陳述の実施 
 

地方自治法第 242 条第７項の規定に基づき、請求人に対して、証拠の提出及び

陳述の機会を設けた。 

令和６年４月 30 日に、請求人から、追加の証拠として、第二事実証明書並び

に甲第９号及び甲第 10 号と第三事実証明書及び甲第 11 号（別紙１－２）が提出

された。 

また、同日に、請求人５名（代読の１名を含む。）から本件監査請求に関する

陳述が行われた。 

 

２ 監査対象事項 
 

請求人は、委員会が当該選挙公報を発行したことは選挙公報条例等に違反し、

当該選挙公報の発行経費の予算執行が違法かつ不当であると主張していること

から、その違法性又は不当性の有無について、監査を実施することとした。 

 

３ 対象部局とその抗弁要旨 
 

杉並区選挙管理委員会事務局を本件監査の対象部局とし、抗弁書の提出を求め、

令和６年５月１日付けで委員会の抗弁書（別紙２）の提出を受けるとともに、同

年５月８日にその説明を聴取した。 
 

委員会の抗弁書には、①選挙公報条例等の規定内容、②令和５年区議選におけ

る選挙公報の発行と配布の予算執行、③本件監査請求に関する委員会の見解及び

④請求人の主張への反論について、それぞれ記載されている。 
 

「本件監査請求に関する委員会の見解」及び「請求人の主張への反論」の内容

は、以下のとおりである。 
 
（１）本件監査請求に関する委員会の見解 

 
  ア 選挙公報に掲載する原稿の表現規制に対する考え方 

  憲法第 21 条第１項は「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自

由は、これを保障する。」と規定しており、これには事前抑制の禁止が含ま

れると考えられる。判例においても「表現行為に対する事前抑制は、表現の

自由を保障し検閲を禁止する憲法 21 条の趣旨に照らし、厳格かつ明確な要

件のもとにおいてのみ許容されうるものといわなければならない。」（北方ジ

ャーナル事件（最大判昭和 61 年６月 11 日））とされている。 

選挙公報条例第５条では、公職選挙法第 169 条第３項と同様に、選挙公報

の掲載文については「原文のまま」掲載すると規定しているが、これは候補

者の思想信条や主義・主張、有権者に伝える手続を確保するためのもので、

公権力からの不当な干渉を排除する意味合いを持つと解される。 

したがって、候補者から提出された選挙公報の原稿については原則として、

原文のまま印刷し発行する手続をとっており、本件において原文のまま掲載
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したことに違法性は存在しない。 

選挙執行規程第 79 条は、「委員会は、選挙公報条例第４条（選挙公報にお

ける品位保持）の規定に係る文言があると認めた場合は、候補者に対して、

当該文言の訂正を求めることができる。」と規定しているが、選挙公報の掲

載内容については、明らかな法令違反となるものであれば、当該法令による

規制がありうるところ、そのような内容でない限りは、原則として選挙運動

の自由が尊重され、この規定により、選挙公報掲載申請を行った候補者に対

して訂正を求めることはできない。委員会による候補者への訂正要求は、選

挙運動に対する選挙干渉であると受け取られかねず、この観点からも事前規

制になりかねない訂正を要求することには抑制的であるべきだと解する。 

このような法令の趣旨は、戦前・戦中期における我が国での公権力による

言論弾圧・粛清事件や思想統制政策への反省に立脚するもので、現行憲法体

系下での表現規制には厳格な要件が求められていることから、委員会におい

ても規制は抑制的に行われるものであると理解する。 
 
  イ 選挙公報の発行及び配布について 

  選挙公報の発行の手続について何ら違法・不当な点がないため、区の契約

及び支出に関する規定に基づき適正に予算執行を行ったものである。 
 
（２）請求人の主張への反論 

 
  ア 請求人は、「絵と文字の一体的表現」（以下「イラスト表現」という。甲第

１号）を掲載した「杉並区議会議員選挙 選挙公報」を発行したことは選挙

公報条例及び性の多様性尊重条例に違反する差別助長表現である旨主張す

るが、具体的にいかなる点がこれらの条例に違反するかが明らかでない。 

当該候補者は、選挙公報において「女性スペースに男を入れるな！「性自

認条例」を改廃し女性の人権を守る」との主張と併せてイラスト表現を載せ

ており、これは、選挙公報条例第４条にある「選挙公報における品位保持」

に明らかに違反しているものとはいえず、同条例第５条第１項に従い発行し

たもので、請求人の主張する違反には当たらない。 
 
  イ 請求人は、委員長等が選挙公報条例第４条の規定による責務を果たしてい

ない旨主張するが、同条で規定する品位保持については、選挙公報条例第３

条及び第５条第１項の規定により選挙公報原稿の掲載を申請した候補者が

その責を負うもので、請求人の主張は当たらない。また、請求人は、委員長

等が選挙公報条例第４条に規定する「選挙公報における品位保持」にイラス

ト表現が合致しているかの確認を怠り、個人の尊厳と名誉を傷つける差別助

長表現の訂正を当該候補者に求めずに選挙公報に掲載したことは選挙執行

規程第79条に違反し、選挙公報発行経費の不当な支出であると主張するが、

選挙公報の申請書類については事前審査の段階からチェック表を用いて丁

寧な確認作業を行っている。 

こうしたことから、本件においては、請求人が主張する差別助長表現を人

権侵害と捉えるとしても、人権侵害とは「①特定の者に対して、②その有す

る人権を侵害する行為であり、③司法手続においても違法と評価される行
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為」と見なされ、イラスト表現は、当該候補者の「性自認条例」を改正又は

廃止するという主張と併せて載せられたものであり、少なくとも特定の個人

に対してその尊厳と名誉を傷つけるものとはいえないため、当該選挙公報へ

の掲載を行ったものである。 
 

ウ 請求人は、今回の選挙公報発行経費の執行は、憲法第99条違反であると主

張している。その趣旨は明らかでないが、本件に違法・不当な点はなく、憲

法第99条に違反するものでもないため、選挙公報発行経費の不当な支出であ

るとの請求人の主張は当たらない。 
 

エ 区政における損害の発生について 

請求人は差別助長表現が選挙行動に与えた影響は計り知れないと主張す

るが、具体的な内容は示されていない。 

いずれにしても、当該選挙公報の発行に違法・不当な点はなく、区政にお

ける損害を発生させたということはできない。 
 

 以上のとおり、委員会は、選挙公報条例及び選挙執行規程に基づき適正な手

続を経て予算執行を行っており、また、当該候補者に係る選挙公報は、特定の

個人の人権を侵害したものではなく、令和５年区議選における選挙公報の発行

及び配布の予算執行に違法・不当な点はないため、委員長等及事務局長は、区

民に対し謝罪や執行額の返還を含む責任を負うものではないことは明らかで

あり、請求人の主張は全て当たらないものと主張する。 

ただし、請求人が主張する「基本的人権と個人の尊厳を保障する選挙公報の

発行を行い、憲法を遵守して公正な選挙を実施すること」の部分については同

意し、引き続き適正な選挙の執行に努めていく。 
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第３ 監査の結果 

 

１ 結 論 
 

本件監査請求については、令和６年５月 28 日に監査委員４名（池田美英監査

委員、三浦 仁監査委員、内山忠明監査委員及び藤本なおや監査委員）の合議に

より、次のように決定した。 
 

本件監査請求については、理由がないと認められるので、これを棄却する。 

 

２ 関係法令等の規定 
 

本件監査請求に関係する主な規定は、以下のとおりである。 
 
（１）公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）（資料１） 

（政見放送における品位の保持） 

第 150 条の２ 公職の候補者、候補者届出政党、衆議院名簿届出政党等及び

参議院名簿届出政党等は、その責任を自覚し、前条第１項又は第３項に規

定する放送（以下「政見放送」という。）をするに当たっては、他人若し

くは他の政党その他の政治団体の名誉を傷つけ若しくは善良な風俗を害

し又は特定の商品の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしくも政

見放送としての品位を損なう言動をしてはならない。 

（掲載文の申請） 

第 168 条 衆議院（小選挙区選出）議員、参議院（選挙区選出）議員又は都

道府県知事の選挙において公職の候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見等

の掲載を受けようとするときは、その掲載文（衆議院小選挙区選出議員又

は参議院選挙区選出議員の選挙にあっては、その掲載文及び写真。次条第

１項において同じ。）を添付し、当該選挙の期日の公示又は告示があった

日から２日間（衆議院小選挙区選出議員の選挙にあっては、当該選挙の期

日の公示又は告示があった日）に、当該選挙に関する事務を管理する選挙

管理委員会（参議院合同選挙区選挙については、当該選挙に関する事務を

管理する参議院合同選挙区選挙管理委員会）に、文書で申請しなければな

らない。 

２及び３ 略 

４ 前３項の掲載文については、第 150 条の２の規定を準用する。 

（選挙公報の発行手続） 

第169条 参議院合同選挙区選挙について前条第１項の申請があったときは、

参議院合同選挙区選挙管理委員会は、その掲載文の写しをその選挙の期日

前 11 日までに、合同選挙区都道府県の選挙管理委員会に送付しなければ

ならない。 

２ 衆議院（比例代表選出）議員又は参議院（比例代表選出）議員の選挙に

ついて前条第２項又は第３項の申請があったときは、中央選挙管理会は、

その掲載文の写しを衆議院（比例代表選出）議員の選挙にあってはその選

挙の期日前９日までに、参議院（比例代表選出）議員の選挙にあってはそ
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の選挙の期日前 11 日までに、都道府県の選挙管理委員会に送付しなけれ

ばならない。 

３ 都道府県の選挙管理委員会は、前条第１項の申請又は前２項の掲載文の

写しの送付があったときは、掲載文又はその写しを、原文のまま選挙公報

に掲載しなければならない。この場合において、衆議院（比例代表選出）

議員の選挙にあっては当該選挙区における当該衆議院名簿届出政党等の

衆議院名簿登載者の数、参議院（比例代表選出）議員の選挙にあっては参

議院名簿登載者の数に応じて総務省令で定める寸法により掲載するもの

とする。 

４～７ 略 

（任意制選挙公報の発行） 

第 172 条の２ 都道府県の議会の議員、市町村の議会の議員又は市町村長の

選挙（選挙の一部無効による再選挙を除く。）においては、当該選挙に関

する事務を管理する選挙管理委員会は、第 167 条から第 171 条までの規定

に準じて、条例で定めるところにより、選挙公報を発行することができる。 

（特別区の特例） 

第 266 条 この法律中市に関する規定は、特別区に適用する。この場合にお

いて、第 33 条第３項中「第６条の２第４項又は第７条第７項」とあるの

は、「第 281 条の４第６項（同条第９項において準用する場合を含む。）又

は大都市地域における特別区の設置に関する法律（平成24年法律第80号）

第９条第２項」とする。 

２ 略 
 
（２）杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の発行に関する条例

（資料２） 

（目的） 

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号。以下「法」と

いう。）第 172 条の２の規定により、杉並区議会議員（以下「議員」とい

う。）及び杉並区長（以下「区長」という。）の選挙において選挙公報を発

行し、もって議員及び区長の候補者（以下「候補者」という。）の氏名、

経歴、政見等を選挙人に周知させることを目的とする。 

（選挙公報の発行） 

第２条 議員及び区長の選挙においては、杉並区選挙管理委員会（以下「委

員会」という。）は、候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲載した選挙

公報を、選挙ごとに１回発行する。 

（掲載の申請） 

第３条 候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見、写真等の掲載を受けようと

するときは、その掲載文及び写真を添えて、委員会の指定する期日までに、

文書で委員会に申請しなければならない。 

（選挙公報における品位保持） 

第４条 前条の掲載文には、他人の名誉を傷つけ、若しくは善良な風俗を害

し、又は特定の商品の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしくも選



 

- 11 - 

挙公報としての品位を損なう文言を記載してはならない。 

（選挙公報の発行手続） 

第５条 委員会は、第３条の申請があったときは、その掲載文を原文のまま

選挙公報に掲載する。 

２ 一の用紙に２人以上の候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲載する場

合においては、その掲載の順序は、委員会がくじで定める。 

３ 第３条の申請をした候補者又はその代理人は、前項のくじに立ち会うこ

とができる。 

（選挙公報の配布） 

第６条 選挙公報は、当該選挙に用いる選挙人名簿に登録された者の属する

各世帯に対して、当該選挙の期日の前日までに配布するものとする。 

２ 委員会は、前項の各世帯に選挙公報を配布することが困難であると認め

られる特別の事情があるときは、同項の規定により配布すべき日までに新

聞折込みその他これに準ずる方法による配布を行うことによって、同項の

規定による配布に代えることができる。この場合においては、委員会は、

杉並区役所その他適当な場所に選挙公報を備え置く等当該方法による選

挙公報の配布を補完する措置を講ずることにより、選挙人が選挙公報を容

易に入手することができるよう努めなければならない。 

（選挙公報の発行を中止する場合） 

第７条 法第100条第４項の規定に該当し投票を行うことを必要としなくな

ったとき又は天災その他避けることのできない事故その他特別の事情が

あるときは、選挙公報発行の手続は、中止する。 

（委任） 

第８条 この条例に規定するもののほか、選挙公報の発行について必要な事

項は、委員会が定める。 
 
（３）杉並区選挙執行規程（資料３） 

（選挙公報掲載の申請） 

第 76 条 杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の発行に関

する条例（昭和 54 年杉並区条例第２号。以下「選挙公報条例」という。）

第３条（掲載の申請）の規定により、候補者が選挙公報に氏名、経歴、政

見、写真等の掲載を受けようとするときの申請は、当該選挙の期日の告示

があった日に、委員会が交付する別記第 20 号様式の原稿用紙（委員会が

提供する同様式の電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。）を含む。以下「原稿用紙」

という。）に記載した掲載文２通及びおおむね６月以内に撮影した鮮明な

候補者自身の無帽、無背景、正面向、上半身の手札型大の写真２葉（裏面

に住所氏名及び撮影年月日を明記する。）又は記録した掲載文及び写真を

添えて、別記第 21 号様式による申請書を委員会に提出しなければならな

い。 
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（掲載文の品位保持） 

第 79 条 委員会は、選挙公報条例第４条（選挙公報における品位保持）の

規定に係る文言があると認めた場合は、候補者に対して、当該文言の訂正

を求めることができる。 
 
（４）杉並区性の多様性が尊重される地域社会を実現するための取組の推進に関す

る条例（資料４） 

（目的） 

第１条 この条例は、杉並区（以下「区」という。）において性の多様性が

尊重される地域社会の実現を図るため、基本理念、性を理由とする差別等

の禁止、区、区民及び事業者の責務並びにパートナーシップ制度その他の

区が実施する性の多様性が尊重される地域社会の実現に関する施策の基

本的事項について定め、もって全ての区民が相互に人格と個性を尊重し合

いながら共生する地域社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１) 性的指向 自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向

をいう。 

(２) 性自認 自己の性別についての認識をいう。 

(３)～(６) 略 

（基本理念） 

第３条 性の多様性が尊重される地域社会を実現するための取組の推進は、

性的指向又は性自認を内心にとどめることを希望する者の平穏な生活の

確保に配慮しつつ、全ての区民が、性を理由とする差別等を受けないこと、

性の多様性をめぐる個人としての尊厳が重んぜられること及び性別、性的

指向、性自認等にかかわらず、自らの意思によって地域社会のあらゆる分

野における活動に参画し、能力を発揮する機会が確保されることを旨とし

て、行われなければならない。 

（性を理由とする差別等の禁止） 

第４条 何人も、性を理由として不当な差別的取扱いをすることその他の性

を理由として個人の権利利益を不当に侵害する行為をしてはならない。 

２ 何人も、正当な理由なく、本人の意に反して、性的指向若しくは性自認

の表明を強制し、若しくは禁止し、又は性的指向若しくは性自認を明らか

にしてはならない。 

（区の責務） 

第５条 区は、第３条に定める基本理念にのっとり、区民、事業者、国及び

他の地方公共団体その他の関係機関等との連携を図りつつ、性の多様性が

尊重される地域社会の実現に関する施策を実施する責務を有する。 

（相談体制の整備等） 

第８条 区は、区民からの性を理由とする差別等に関する相談に的確に応ず

るため、必要な体制の整備を図るものとする。 
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２ 区民は、性を理由とする差別等について、区長に対し、苦情の申出をす

ることができる。 

３ 区長は、前項の規定により苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速に

処理するものとする。 

 

３ 令和５年区議選における選挙公報の発行及び配布に関する主な経緯等 
 

委員会の抗弁書の記載内容等により、次の事実が認められる。 
 
（１）令和４年 11 月２日に、委員会は、令和５年４月 30 日に任期満了となる杉並

区議会議員（以下「区議会議員」という。）の選挙の執行日を「令和５年４月

23 日」に決定した。 
 
（２）令和４年 12 月 13 日に、委員会は、「令和５年４月 23 日執行 杉並区議会議

員選挙執行計画」を決定した。 

同計画における選挙公報の発行及び配布に関係する日程は、以下のとおりで

ある。 
 
  ア 立候補予定者説明会 

令和５年２月 19 日 
 

イ 立候補届出関係書類の事前審査 

    令和５年３月 13 日から同年４月 14 日まで 
 
  ウ 立候補届出受付日時 

    令和５年４月 16 日 

    午前８時 30 分から午後５時まで 
 

エ 選挙公報への掲載の申請期限 

  令和５年４月 16 日午後５時まで 
 

オ 選挙公報の掲載順序を決めるくじを行う日時 

  令和５年４月 16 日午後５時から 
 

カ 選挙公報の配布 

  令和５年４月 22 日までに各世帯に配布する。 

  また、その補完措置として、区施設の窓口、ＪＲ等の各駅のスタンド、郵

便局の窓口等に配置する。 
 
（３）令和５年２月 19 日に、委員会は、立候補予定者説明会を開催し、選挙公報

掲載申請について、「他人や他の政党その他の政治団体の名誉を傷つけ、若し

くは善良な風俗を害し、又は特定の商品の広告やその他営業に関する宣伝をす

る等選挙公報としての品位を損なう文言の掲載はできない」旨の説明を行った。 
 
（４）立候補届出関係書類の事前審査期間中に、委員会は、当該候補者から選挙公

報掲載文原稿用紙等の提出を受けた。 

   杉並区選挙管理委員会事務局職員（２名）は、「選挙公報掲載文及び掲載写

真チェックリスト」を用いて、当該候補者から提出された選挙公報掲載文原稿

用紙等の事前審査を行い、選挙公報としての品位を損なう文言が掲載されてい

ないこと（①他人や他の政党その他の政治団体の名誉を傷つける文言や表現が
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ないこと、②善良な風俗を害する文言や表現がないこと、③特定の商品広告そ

の他営業に関する宣伝をする等の文言や表現がないこと）の確認等を行った。 

   また、委員会は、事前審査終了者に対して、法務省事務連絡を配布した。 
 
（５）令和５年４月 16 日（選挙期日の告示日）に、当該候補者から、立候補の届

出が行われたほか、選挙公報条例第３条及び選挙執行規程第 76 条の規定に基

づき、掲載文及び写真を添えて、委員会に「選挙公報掲載申請書」が提出され

た。 

   同日、委員会は、当該候補者の選挙公報掲載文について、選挙執行規程第 79

条の規定に基づく文言の訂正の求めを行わず、選挙公報条例第５条第１項の規

定に基づき、原文のまま選挙公報に掲載することとした。また、委員会は、立

候補届出者に法務省事務連絡を配布した。 

   同日、委員会は、くじにより、選挙公報掲載順序を決定した。 
 
（６）令和５年４月 17 日に、「杉並区議会議員選挙の選挙公報印刷請負」に基づき、

当該選挙公報が納品された。 
 
（７）委員会は、令和５年４月 17 日から同年４月 20 日までの間に、「選挙公報の

各戸配布委託（単価契約）」に基づき、各世帯に当該選挙公報を配布するとと

もに、その補完措置として、同年４月 17 日に、「選挙公報等の配送委託（杉並

区議会議員選挙）」に基づき、区施設の窓口、ＪＲ等の各駅のスタンド、郵便

局の窓口等に当該選挙公報を配置した。 
 
（８）令和５年区議選における選挙公報の発行及び配布に関する契約の契約日等は、

以下のとおりである。 
 
  ア 選挙公報掲載文原稿用紙等印刷請負 

 
契約日 支出命令日 支出(執行)日 支出金額 

令和５年１月５日 令和５年１月17日 令和５年１月20日 62,535 円 
 
  イ 杉並区議会議員選挙の選挙公報印刷請負 

 
契約日 契約変更日 支出命令日 支出(執行)日 支出金額 

令和５年 

１月27日 

令和５年 

４月 16 日 

令和５年 

６月９日 

令和５年 

６月 22 日 
3,046,648円 

 
  ウ 選挙公報の各戸配布委託（単価契約） 

 
契約日 支出命令日 支出(執行)日 支出金額 

令和５年２月６日 令和５年６月９日 令和５年６月20日 6,547,860円 
 
  エ 選挙公報等の配送委託（杉並区議会議員選挙） 

 
契約日 支出命令日 支出(執行)日 支出金額 

令和５年４月１日 令和５年５月15日 令和５年５月19日 424,600 円 
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４ 判 断 
 

第１の「３ 請求の概要」に記載したとおり、請求人は、①選挙公報条例第４

条に違反する「絵と文字の一体的表現」（以下「当該表現」という。）を掲載した

選挙公報を発行したことは、条例違反である、②委員長等が、選挙執行規程第 79

条に反し、選挙公報における品位保持の規定に係る責務を果たさず、当該候補者

が申請した選挙公報原稿が選挙公報条例第４条に合致しているかの確認を怠り、

個人の尊厳と名誉を傷つける当該表現の訂正を当該候補者に求めず、当該選挙公

報に掲載して発行したことは、選挙執行規程違反であり、全戸配布を執行したこ

とは不当である、③委員長等及び事務局長が、性の多様性尊重条例第３条及び第

４条に違反した当該表現を掲載した当該選挙公報を発行したことは条例違反で

ある、④委員長等及び事務局長並びに区長による令和５年区議選の選挙公報発行

経費の執行は、憲法第 99 条で定められた憲法を尊重し擁護する公務員の義務に

反し、違法である、などと主張して、区民に謝罪し、しかるべき責任をとること

等を求めている。 

そこで、委員会が当該選挙公報を発行したことが、選挙公報条例第４条及び選

挙執行規程第 79 条に違反するか等について、以下判断する。 
 
（１）選挙公報条例第４条違反の有無について 

 
公職選挙法第 172 条の２の規定により、市町村の議会の議員又は市町村長の

選挙においては、当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会は、同法第

167 条から第 171 条までの規定に準じて、条例で定めるところにより、選挙公

報を発行することができることとされ、また、同法第 266 条第１項前段の規定

により、この法律中市に関する規定は、特別区に適用することとされており、

区議会議員又は区長の選挙においては、任意制選挙公報の発行の制度が設けら

れている。 

区では、選挙公報条例を制定し、同条例第２条の規定により、区議会議員及

び区長の選挙においては、委員会は、候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲

載した選挙公報を、選挙ごとに１回発行することとされている。 

そして、同条例では、候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見、写真等の掲載

を受けようとするときは、その掲載文及び写真を添えて、委員会の指定する期

日までに、文書で委員会に申請しなければならないこととされ（第３条）、そ

の掲載文には、他人の名誉を傷つけ、若しくは善良な風俗を害し、又は特定の

商品の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしくも選挙公報としての品

位を損なう文言を記載してはならないこととされている（第４条）。 

また、同条例第５条第１項の規定により、委員会は、第３条の選挙公報掲載

の申請があったときは、その掲載文を原文のまま選挙公報に掲載することとさ

れている。 

同条例第４条の選挙公報における品位保持に関する規定は公職選挙法第 168

条第４項において準用する第 150 条の２の規定（政見放送における品位の保持

に関する規定）に、同条例第５条第１項の選挙公報の発行手続に関する規定は

同法第 169 条第３項前段の規定に、それぞれ準じるものと解される。 
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公職選挙法において、候補者から提出された掲載文を原文のまま選挙公報に

掲載しなければならないとされていることについて、最高裁判所昭和 61 年２

月 18 日第三小法廷判決（以下「昭和 61 年最高裁判所判決」という。）では、「候

補者から提出された掲載文をそのまま選挙公報に掲載すべきものとしている

のは、選挙管理委員会において候補者の経歴、政見等の内容を審査検討して掲

載の許否を決しうるものとするときは、候補者の経歴、政見等の発表の自由を

侵害し又は侵害するおそれがあり、候補者の選挙活動に対し不当な制限、干渉

を加える結果となりかねないばかりでなく、ひいては選挙の自由公正を害する

に至るべき危険が存するため、選挙管理委員会の介入を禁止しているのである。

したがって、候補者の提出した掲載文の内容に虚偽の点が存したとしても、そ

の内容自体が甚だしく公序良俗に反することが客観的に明白であり、これを公

表することが条理上許されないものと解すべき特段の場合は格別、選挙管理委

員会としては、候補者に対し任意の訂正を勧告することはともかくとして、自

らこれを訂正すべき権限も義務も有しないものといわざるをえない。」と判示

されている。 

また、最高裁判所平成２年４月 17 日第三小法廷判決における園部逸夫裁判

官の補足意見は、次のとおりである。 

「私は、公職選挙法 150 条１項後段の「この場合において、日本放送協会及

び一般放送事業者は、その政見を録音し又は録画し、これをそのまま放送しな

ければならない。」という規定は、公職の候補者（以下「候補者」という。）自

身による唯一の放送（放送法２条１号）が公職選挙法 150 条１項前段の定める

政見放送であることからしても（同法 151 条の５参照）、選挙運動における表

現の自由及び候補者による放送の利用（いわゆるアクセス）という面において、

極めて重要な意味を持つ規定であると考える。同法は、一方において、候補者

に対し、政見放送をするに当たっては、「その責任を自覚し」「他人若しくは他

の政党その他の政治団体の名誉を傷つけ若しくは善良な風俗を害し又は特定

の商品の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしくも政見放送としての

品位を損なう言動をしてはならない。」と定め（同法 150 条の２）、政見放送と

しての品位の保持を候補者自身の良識に基づく自律に任せ、他方において、候

補者の政見放送の内容については、日本放送協会及び一般放送事業者（以下「日

本放送協会等」という。）の介入を禁止しているのである。したがって、この

限りにおいて、日本放送協会等は、事前に放送の内容に介入して番組を編集す

る責任から解放されているものと解さざるを得ない。候補者の政見放送に対す

る事前抑制を認める根拠として、遠くは電波法 106 条１項、107 条、108 条、

近くは公職選挙法 235 条の３を挙げる見解があるが、これらの規定は、いずれ

も事後的な刑罰規定であって、これをもって事前抑制の根拠規定とすることは

困難である。いうまでもなく、表現の自由とりわけ政治上の表現の自由は民主

政治の根幹をなすものであるから、いかなる機関によるものであれ、一般的に

政見放送の事前抑制を認めるべきではない。同法 150 条１項後段は、民主政治

にとって自明の原理を明確に規定したものというべきである。 
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公職の選挙において、政見放送は、選挙人が候補者の政見を知るための重要

な判断材料となっており、同法 150 条１項前段の規定は、日本放送協会等に対

し、その放送設備により、公益のために、候補者にその政見を放送させること

を要請している。そして、同法 150 条１項前段と後段の規定を合わせると、政

見放送においては、日本放送協会等の役割は、候補者の政見を公衆ないし視聴

者のために伝達すること以上に出るものではないと解するのが妥当であるか

ら、政見放送の内容については、法的にも社会的にも責任を負うものではない

と見るべきである。この点に関して、視聴者のすべてがこれらのことを了解し

ているとはいえない現状においては、視聴者が強い嫌悪感を抱くような内容の

政見の録音又は録画については、日本放送協会等において、放送事業者の品位

と信用を保持する見地から、その放送前に一定の事前抑制を講ずることを、緊

急避難的措置として例外的に認めるべきであるとする見解がある。しかし、こ

のような理論の適用を軽々に認めることは、結局、法律の規定に基づかない事

前抑制を事実上放置することとなり、ひいては、日本放送協会等に過大な法

的・社会的責任を負わせることとなるものであって妥当でないと考える。 

これを要するに、候補者の政見については、それがいかなる内容のものであ

れ、政見である限りにおいて、日本放送協会等によりその録音又は録画を放送

前に削除し又は修正することは、同法 150 条１項後段の規定に違反する行為と

見ざるを得ないのである。」 

この補足意見は、政見放送に関するものであるが、その趣旨は、本件の選挙

公報についても妥当するものと解される。 

昭和 61 年最高裁判所判決において判示されているとおり、候補者の提出し

た掲載文の内容に虚偽の点が存したとしても、その内容自体が甚だしく公序良

俗に反することが客観的に明白であり、これを公表することが条理上許されな

いものと解すべき特段の場合は格別、委員会としては、候補者に対し任意の訂

正を勧告することはともかくとして、自らこれを訂正すべき権限も義務も有し

ないものといわざるをえないと解するのが相当である。 

また、表現の自由とりわけ政治上の表現の自由は民主政治の根幹をなすもの

であるから、公職選挙法第 150 条第１項後段の「政見をそのまま放送しなけれ

ばならない」との規定は、民主政治にとって自明の原理を明確に規定したもの

というべきである。委員会は行政機関であり、憲法第 21 条第２項前段におい

て、検閲は禁止されているものである。 

請求人は、当該表現が性の多様性尊重条例第３条及び第４条に違反すると主

張するが、当該表現は、当該候補者の政見（「女性スペースに男を入れるな！

「性自認条例」を改廃し女性の人権を守る」）として掲載されたものと解され、

その内容自体が甚だしく公序良俗に反することが客観的に明白であり、これを

公表することが条理上許されないものと解すべき特段の場合に該当するとま

では認められない。 

本件においては、委員会は、当該候補者から提出された掲載文について、選

挙公報条例第５条第１項の規定に基づき、原文のまま選挙公報に掲載しており、

違法又は不当であるとは認められない。 
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また、請求人は、選挙公報条例第４条に違反する当該表現を掲載した選挙公

報を発行したことは、条例違反であると主張するが、同条は、選挙公報として

の品位の保持を候補者自身の良識に基づく自律に任せた規定であり、委員会は、

選挙公報の内容については、法的にも社会的にも責任を負うものではないと解

するのが相当である。 

したがって、当該表現を掲載した選挙公報を発行したことが同条に違反する

ということはできない。 

 

（２）選挙執行規程第 79 条違反の有無等について 
 

選挙執行規程第 79 条では、「委員会は、選挙公報条例第４条（選挙公報にお

ける品位保持）の規定に係る文言があると認めた場合は、候補者に対して、当

該文言の訂正を求めることができる」こととされている。 

前述したとおり、選挙公報条例第５条第１項の規定により、委員会は、同条

例第３条の申請があったときは、その掲載文を原文のまま選挙公報に掲載する

こととされているが、掲載文の内容が一見して法令違反行為に該当する疑いが

あることが明白であるような場合において、選挙管理委員会が候補者に対し一

応注意を与え、その任意の修正を促すことは法律の禁止するところではないと

解するのが相当であり（東京高等裁判所昭和 35 年９月 19 日判決参照）、そう

した趣旨を踏まえ、選挙執行規程第79条の規定が設けられたものと解される。 

請求人は、委員会が当該表現の訂正を当該候補者に求めず、当該選挙公報に

掲載して発行したことは、選挙執行規程第79条に違反するなどと主張するが、

選挙公報条例第４条は選挙公報としての品位の保持を候補者自身の良識に基

づく自律に任せた規定であると解され、また、前述した選挙執行規程第 79 条

の規定の趣旨からすると、訂正を求めるかどうかについては、憲法第 21 条第

２項前段による制限のもとにおいて、委員会の裁量に委ねられているものと解

するのが相当であり、本件において、委員会が訂正を求めず、当該選挙公報を

発行したことが違法又は不当であるということはできない。 
 

また、請求人は、令和５年区議選の選挙公報発行経費の執行は、憲法第 99

条で定められた憲法を尊重し擁護する公務員の義務に反し、違法であると主張

するが、前述のように、当該選挙公報を発行したことが違法又は不当であると

は認められないことから、当然のことながら、公務員の憲法尊重擁護義務を定

める同条に違反するとは認められない。 

 

（３）まとめ 
 

当該選挙公報の発行及び配布について、他に違法又は不当な点は認められず、

当該選挙公報の発行及び配布の予算執行は、適法かつ適正に行われたものと認

められる。 

以上のことから、本件監査請求については、理由がないと認められるので、

これを棄却する。 



別 紙 



1

別紙１－１

oishi-megu
テキストボックス



2



３　請求者
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請求人
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Ｊ

Ｋ

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｐ

Ｑ

Ｏ

杉並区監査委員御中

2024年４月30日

杉並区職員措置請求　第二　事実証明書

　2023年４月実施の「杉並区議会議員選挙　選挙公報」の発行と配布の執行について
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請求人
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杉並区監査委員御中

2024年４月30日

杉並区職員措置請求　第三　事実証明書

　2023年４月実施の「杉並区議会議員選挙　選挙公報」の発行と配布の執行について
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６杉選第４５号 

令和６年５月１日 

杉並区監査委員 宛 

杉並区選挙管理委員会 

 杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行及び配布の予算執行に関する 

住民監査請求に基づく監査の実施に伴う抗弁書の提出について 

 令和６年４月１５日付け６杉監査第３９号により通知のあった表記の件につ

いて、別紙のとおり提出します。 
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抗 弁 書 

杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行及び配布の予算執行に関する住

民監査請求について、以下のとおり抗弁する。 

１ 杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行について 

公職選挙法第１７２条の２の規定によれば、市町村の議会の議員又は市町村

長の選挙においては、当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会は、同法

第１６７条から第１７１条までの規定に準じて、条例に定めるところにより、選

挙公報を発行することができるとされている（なお、同法第２６６条の規定によ

り、市に関する規定は、特別区に適用することとされている。）。 

これを受け、区では、杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行について

「杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の発行に関する条例」

（以下「選挙公報条例」という。）を制定し、選挙公報条例第４条で選挙公報に

おける品位保持について規定した上で、選挙公報条例第５条第１項で選挙公報

の掲載文については「原文のまま」掲載すると規定している。 

２ 令和５年４月２３日執行杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行と配 

布の予算執行について 

 令和５年４月３０日任期満了となる杉並区議会議員の選挙期日は、令和４年

１１月２日開催の選挙管理委員会で執行日を決定（議案第５６号）、同年１２月

１３日開催の同委員会において「令和５年４月２３日執行 杉並区議会議員選

挙執行計画」（以下「選挙執行計画」という。）を決定した（議案第６０号）。こ

の計画に基づき令和５年２月１９日に立候補予定者説明会を開催し、同年３月

１３日から立候補届出書類等の事前審査を開始した(審査は４月１５日終了)。 

 令和５年４月２３日執行杉並区議会議員選挙における選挙公報の発行に関す

る予算執行については「選挙執行計画」に基づき、以下のとおり執行した。 

（１）選挙公報掲載文原稿用紙等印刷請負契約

令和５年１月５日に契約を締結、同月１７日に支出命令を行い、同月２０日

に６２，５３５円を支払った。 

（２）杉並区議会議員選挙の選挙公報印刷請負契約

令和５年１月１３日付決裁により経理課長宛て契約依頼を行い、同月２７

日に契約を締結、同年４月１日に繰越明許に伴う支出負担行為、同月１６日

の立候補届出終了により公報紙面数が確定したため、同日に紙面数減に伴う

契約変更を行う支出負担行為を行い、同年６月９日に支出命令を行い、同月

２２日に３，０４６，６４８円を支払った。 
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（３）選挙公報の各戸配布委託（単価契約）

令和５年１月１９日付決裁により経理課長宛て契約依頼を行い、同年２月

６日に契約締結、同年４月１日に繰越明許に伴う支出負担行為、同年６月９日

に支出命令を行い、同月２０日に６，５４７，８６０円を支払った。 

（４）選挙公報等の配送委託（杉並区議会議員選挙）

令和５年４月１日に契約締結し、同年５月１５日に支出命令を行い、同月１

９日に４２４，６００円を支払った。なお、本契約は「選挙公報の各戸配布委

託（単価契約）」の補完措置として区施設（区民センター、図書館、駅広報ス

タンド等）のほか、区内不在者投票指定施設（病院、老人ホーム等）、区内郵

便局などの所要施設等へ配布したものである。

３ 今回の措置要求に関する選挙管理委員会の見解 

（１）選挙公報に掲載する原稿の表現規制に対する考え方

日本国憲法第２１条第１項は「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現

の自由は、これを保障する。」と規定しており、これには事前抑制の禁止が含

まれると考えられる。判例においても「表現行為に対する事前抑制は、表現の

自由を保障し検閲を禁止する憲法２１条の趣旨に照らし、厳格かつ明確な要

件のもとにおいてのみ許容されうるものといわなければならない。」（北方ジ

ャーナル事件（最大判昭和６１年６月１１日））とされている。 

 選挙公報条例第５条では、公職選挙法第１６９条第３項と同様に、選挙公 

報の掲載文については「原文のまま」掲載すると規定しているが、これは候補

者の思想信条や主義・主張、有権者に伝える手続きを確保するためのもので、

公権力からの不当な干渉を排除する意味合いを持つと解される。 

  従って、立候補者から提出された選挙公報の原稿については原則として、原

文のまま印刷し発行する手続きをとっており、本件において原文のまま掲載

したことに違法性は存在しない。 

 杉並区選挙執行規程（以下「選挙執行規程」という。）第７９条は、「委員会

は、選挙公報条例第４条（選挙公報における品位保持）の規定に係る文言があ

ると認めた場合は、候補者に対して、当該文言の訂正を求めることができる。」

と規定しているが、選挙公報の掲載内容については、明らかな法令違反となる

ものであれば、当該法令による規制がありうるところ、そのような内容でない

限りは、原則として選挙運動の自由が尊重され、この規定により、選挙公報掲

載申請を行った候補者に対して訂正を求めることはできない。選挙管理委員

会による候補者への訂正要求は、選挙運動に対する「選挙干渉」であると受け

取られかねず、この観点からも事前規制になりかねない訂正を要求すること

には抑制的であるべきだと解する。 

 このような法令の趣旨は、戦前・戦中期における我が国での公権力による言

論弾圧・粛清事件や思想統制政策への反省に立脚するもので、現行憲法体系下

での表現規制には厳格な要件が求められていることから、当委員会において
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も規制は、抑制的に行われるものであると理解する。 

（２）選挙公報の発行及び配布について

選挙公報の発行の手続きについて何ら違法・不当な点がないため、杉並区の

契約及び支出に関する規定に基づき適正に予算執行を行ったものである。 

４ 杉並区職員措置請求書で主張されている請求人への反論 

（１）請求人は、「絵と文字の一体的表現」（以下「イラスト表現」という。甲第

1号）を掲載した「杉並区議会議員選挙 選挙公報」を発行したことは選挙

公報条例及び「杉並区性の多様性が尊重される地域社会を実現するための

取組の推進に関する条例」に違反する「差別助長表現」である旨主張する

が、具体的にいかなる点がこれらの条例に違反するかが明らかでない。 

当該区議会議員候補者は、選挙公報において「女性スペースに男を入れる

な！「性自認条例」を改廃し女性の人権を守る」との主張と併せてイラスト

表現を載せており、これは、選挙公報条例第４条にある「選挙公報における

品位保持」に明らかに違反しているものとはいえず、同条例第５条第１項

に従い発行したもので、請求人の主張する違反には当たらない。 

（２）請求人は、選挙管理委員会委員長及び各委員が選挙公報条例第４条の規定

による責務を果たしていない旨主張するが、同条で規定する品位保持につ

いては、選挙公報条例第３条及び第５条第１項の規定により選挙公報原稿

の掲載を申請した候補者がその責を負うもので、請求人の主張は当たらな

い。また、請求人は、選挙管理委員会委員長及び各委員が選挙公報条例第４

条に規定する「選挙公報における品位保持」に当該イラスト表現が合致して

いるかの確認を怠り、個人の尊厳と名誉を傷つける差別助長表現の訂正を

当該区議会議員候補者に求めずに選挙公報に掲載したことは選挙執行規程

第７９条に違反し、選挙公報発行経費の不当な支出であると主張するが、選

挙公報の申請書類については事前審査の段階からチェック表を用いて丁寧

な確認作業を行っている。 

こうしたことから、本件においては、請求人が主張する「差別助長表現」

を「人権侵害」と捉えるとしても、人権侵害とは「①特定の者に対して、②

その有する人権を侵害する行為であり、③司法手続においても違法と評価さ

れる行為」と見なされ、当該イラスト表現は、４（１）で述べたとおり、当

該区議会議員候補者の「性自認条例」を改正又は廃止するという主張をして

おり、少なくとも特定の個人に対してその尊厳と名誉を傷つけるものとはい

えないため、当該選挙公報への掲載を行ったものである。 

（３）請求人は、今回の「選挙公報発行経費」の執行は、憲法第９９条違反であ

ると主張している。その趣旨は明らかでないが、以上４（１）及び（２）で
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述べたとおり、本件に違法・不当な点はなく、憲法第９９条に違反するもの

でもないため、「選挙公報発行経費」の不当な支出であるとの請求人の主張

は当たらない。 

（４）「区政における損害の発生」について 

 請求人は「差別助長表現」が選挙行動に与えた影響は計り知れないと主張

するが、具体的な内容は示されていない。 

いずれにしても、本件選挙公報の発行に違法・不当な点はなく、区政にお

ける損害を発生させたということはできない。 

 以上のとおり、選挙管理委員会は選挙公報条例及び選挙執行規程に基づき適

正な手続きを経て予算執行を行っており、また、当該区議会議員候補者に係る選

挙公報は、特定の個人の人権を侵害したものではなく、杉並区議会議員選挙にお

ける選挙公報の発行及び配布の予算執行に違法・不当な点はないため、選挙管理

委員会委員長及び各委員並びに事務局長は、区民に対し謝罪や執行額の返還を

含む責任を負うものではないことは明らかであり、請求人の主張は全て当たら

ないものと主張する。 

 ただし、請求人が主張する「基本的人権と個人の尊厳を保障する選挙公報の発

行を行い、憲法を遵守して公正な選挙を実施すること」の部分については同意し、

引き続き適正な選挙の執行に努めていく。 

以上 
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57



58



資 料 



○公職選挙法（抄）

発令  ：昭和25年4月15日号外法律第100号 

最終改正：令和4年11月28日号外法律第89号 

改正内容：令和4年5月25日号外法律第52号[令和６年４月１日] 

（政見放送における品位の保持） 

第百五十条の二 公職の候補者、候補者届出政党、衆議院名簿届出政党等及び参議院名

簿届出政党等は、その責任を自覚し、前条第一項又は第三項に規定する放送（以下「政

見放送」という。）をするに当たつては、他人若しくは他の政党その他の政治団体の

名誉を傷つけ若しくは善良な風俗を害し又は特定の商品の広告その他営業に関する

宣伝をする等いやしくも政見放送としての品位を損なう言動をしてはならない。 

（選挙公報の発行） 

第百六十七条 衆議院（小選挙区選出）議員、参議院（選挙区選出）議員又は都道府県

知事の選挙においては、都道府県の選挙管理委員会は、公職の候補者の氏名、経歴、

政見等を掲載した選挙公報を、選挙（選挙の一部無効による再選挙を除く。）ごとに、

一回発行しなければならない。この場合において、衆議院（小選挙区選出）議員又は

参議院（選挙区選出）議員の選挙については、公職の候補者の写真を掲載しなければ

ならない。 

２ 都道府県の選挙管理委員会は、衆議院（比例代表選出）議員の選挙においては衆議

院名簿届出政党等の名称及び略称、政見、衆議院名簿登載者の氏名、経歴及び当選人

となるべき順位等を掲載した選挙公報を、参議院（比例代表選出）議員の選挙におい

ては参議院名簿届出政党等の名称及び略称、政見、参議院名簿登載者の氏名、経歴及

び写真（第八十六条の三第一項後段の規定により優先的に当選人となるべき候補者と

してその氏名及び当選人となるべき順位が参議院名簿に記載されている者である参

議院名簿登載者にあつては、氏名、経歴及び当選人となるべき順位。次条第三項及び

第百六十九条第六項において同じ。）等を掲載した選挙公報を、選挙（選挙の一部無

効による再選挙を除く。）ごとに、一回発行しなければならない。 

３ 選挙公報は、選挙区ごとに（選挙区がないときは選挙の行われる区域を通じて）、

発行しなければならない。 

４ 特別の事情がある区域においては、選挙公報は、発行しない。 

５ 前項の規定により選挙公報を発行しない区域は、都道府県の選挙管理委員会が定め

る。 

（掲載文の申請） 

第百六十八条 衆議院（小選挙区選出）議員、参議院（選挙区選出）議員又は都道府県

知事の選挙において公職の候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見等の掲載を受けよう

とするときは、その掲載文（衆議院小選挙区選出議員又は参議院選挙区選出議員の選

挙にあつては、その掲載文及び写真。次条第一項において同じ。）を添付し、当該選

挙の期日の公示又は告示があつた日から二日間（衆議院小選挙区選出議員の選挙にあ

つては、当該選挙の期日の公示又は告示があつた日）に、当該選挙に関する事務を管

理する選挙管理委員会（参議院合同選挙区選挙については、当該選挙に関する事務を

管理する参議院合同選挙区選挙管理委員会）に、文書で申請しなければならない。 

２ 衆議院（比例代表選出）議員の選挙において衆議院名簿届出政党等が選挙公報にそ

の名称及び略称、政見、衆議院名簿登載者の氏名、経歴及び当選人となるべき順位等

59

資料　１

oishi-megu
テキストボックス



の掲載を受けようとするときは、その掲載文を添付し、当該選挙の期日の公示又は告

示があつた日に、中央選挙管理会に、文書で申請しなければならない。 

３ 参議院（比例代表選出）議員の選挙において参議院名簿届出政党等が選挙公報にそ

の名称及び略称、政見、参議院名簿登載者の氏名、経歴及び写真等の掲載を受けよう

とするときは、その掲載文を添付し、当該選挙の期日の公示又は告示があつた日から

二日間に、中央選挙管理会に、文書で申請しなければならない。この場合において、

当該参議院名簿届出政党等は、当該掲載文の二分の一以上に相当する部分に、第八十

六条の三第一項後段の規定により優先的に当選人となるべき候補者としてその氏名

及び当選人となるべき順位が参議院名簿に記載されている者である参議院名簿登載

者以外の参議院名簿登載者については、各参議院名簿登載者の氏名及び経歴を記載し、

又は記録し、並びに写真を貼り付け、又は記録し、同項後段の規定により優先的に当

選人となるべき候補者としてその氏名及び当選人となるべき順位が参議院名簿に記

載されている者である参議院名簿登載者については、その他の参議院名簿登載者の氏

名、経歴及び写真と区分して、優先的に当選人となるべき候補者である旨を表示した

上で、各参議院名簿登載者の氏名、経歴及び当選人となるべき順位を記載し、又は記

録すること等により、参議院名簿登載者の紹介に努めるものとする。 

４ 前三項の掲載文については、第百五十条の二の規定を準用する。 

（選挙公報の発行手続） 

第百六十九条 参議院合同選挙区選挙について前条第一項の申請があつたときは、参議

院合同選挙区選挙管理委員会は、その掲載文の写しをその選挙の期日前十一日までに、

合同選挙区都道府県の選挙管理委員会に送付しなければならない。 

２ 衆議院（比例代表選出）議員又は参議院（比例代表選出）議員の選挙について前条

第二項又は第三項の申請があつたときは、中央選挙管理会は、その掲載文の写しを衆

議院（比例代表選出）議員の選挙にあつてはその選挙の期日前九日までに、参議院（比

例代表選出）議員の選挙にあつてはその選挙の期日前十一日までに、都道府県の選挙

管理委員会に送付しなければならない。 

３ 都道府県の選挙管理委員会は、前条第一項の申請又は前二項の掲載文の写しの送付

があつたときは、掲載文又はその写しを、原文のまま選挙公報に掲載しなければなら

ない。この場合において、衆議院（比例代表選出）議員の選挙にあつては当該選挙区

における当該衆議院名簿届出政党等の衆議院名簿登載者の数、参議院（比例代表選出）

議員の選挙にあつては参議院名簿登載者の数に応じて総務省令で定める寸法により

掲載するものとする。 

４ 衆議院議員の選挙においては、小選挙区選出議員の選挙に係る選挙公報と比例代表

選出議員の選挙に係る選挙公報は、別の用紙をもつて発行しなければならない。 

５ 参議院議員の選挙においては、比例代表選出議員の選挙に係る選挙公報と選挙区選

出議員の選挙に係る選挙公報は、別の用紙をもつて発行しなければならない。 

６ 衆議院（小選挙区選出）議員、参議院（選挙区選出）議員若しくは都道府県知事の

選挙について一の用紙に二人以上の公職の候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲載 

する場合、衆議院（比例代表選出）議員の選挙について一の用紙に二以上の衆議院名

簿届出政党等の名称及び略称、政見、衆議院名簿登載者の氏名、経歴及び当選人とな

るべき順位等を掲載する場合又は参議院（比例代表選出）議員の選挙について一の用

紙に二以上の参議院名簿届出政党等の名称及び略称、政見、参議院名簿登載者の氏名、

経歴及び写真等を掲載する場合においては、その掲載の順序は、都道府県の選挙管理

委員会がくじで定める。 
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７ 前条第一項の申請をした公職の候補者若しくはその代理人又は同条第二項若しく

は第三項の申請をした衆議院名簿届出政党等若しくは参議院名簿届出政党等の代表

者若しくはその代理人は、前項のくじに立ち会うことができる。 

（選挙公報の配布） 

第百七十条 選挙公報は、都道府県の選挙管理委員会の定めるところにより、市町村の

選挙管理委員会が、当該選挙に用うべき選挙人名簿に登録された者の属する各世帯に

対して、選挙の期日前二日までに、配布するものとする。ただし、第百十九条第一項

又は第二項の規定により同時に選挙を行う場合においては、第百七十二条の二の規定

による条例の定める期日までに、配布するものとする。 

２ 市町村の選挙管理委員会は、前項の各世帯に選挙公報を配布することが困難である

と認められる特別の事情があるときは、あらかじめ、都道府県の選挙管理委員会に届

け出て、選挙公報につき、同項の規定により配布すべき日までに新聞折込みその他こ

れに準ずる方法による配布を行うことによつて、同項の規定による配布に代えること

ができる。この場合においては、当該市町村の選挙管理委員会は、市役所、町村役場

その他適当な場所に選挙公報を備え置く等当該方法による選挙公報の配布を補完す

る措置を講ずることにより、選挙人が選挙公報を容易に入手することができるよう努

めなければならない。 

（選挙公報の発行を中止する場合） 

第百七十一条 第百条第一項から第四項までの規定に該当し投票を行うことを必要と

しなくなつたとき又は天災その他避けることのできない事故その他特別の事情があ

るときは、選挙公報発行の手続は、中止する。 

（選挙公報に関しその他必要な事項） 

第百七十二条 第百六十七条から前条までに規定するもののほか、選挙公報の発行の手

続に関し必要な事項は、当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会（衆議院比

例代表選出議員又は参議院比例代表選出議員の選挙については中央選挙管理会、参議

院合同選挙区選挙については当該選挙に関する事務を管理する参議院合同選挙区選

挙管理委員会）が定める。 

（任意制選挙公報の発行） 

第百七十二条の二 都道府県の議会の議員、市町村の議会の議員又は市町村長の選挙

（選挙の一部無効による再選挙を除く。）においては、当該選挙に関する事務を管理

する選挙管理委員会は、第百六十七条から第百七十一条までの規定に準じて、条例で

定めるところにより、選挙公報を発行することができる。 

（特別区の特例） 

第二百六十六条 この法律中市に関する規定は、特別区に適用する。この場合において、

第三十三条第三項中「第六条の二第四項又は第七条第七項」とあるのは、「第二百八

十一条の四第六項（同条第九項において準用する場合を含む。）又は大都市地域にお

ける特別区の設置に関する法律（平成二十四年法律第八十号）第九条第二項」とする。 

２ 都の議会の議員の各選挙区において選挙すべき議員の数については、特別区の存す

る区域以外の区域を区域とする各選挙区において選挙すべき議員の数を、特別区の存

する区域を一の選挙区とみなして定め、特別区の区域を区域とする各選挙区において

選挙すべき議員の数を、特別区の存する区域を一の選挙区とみなした場合において当

該区域において選挙すべきこととなる議員の数を特別区の区域を区域とする各選挙

区に配分することにより定めることができる。 
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○杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の発行に関する条例

昭和54年２月１日 

条例第２号 

 改正 昭和57年12月１日条例第33号 平成６年３月24日条例第１号 

平成７年３月14日条例第２号 平成10年３月25日条例第17号 

（目的） 

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和25年法律第100号。以下「法」という。）第172

条の２の規定により、杉並区議会議員（以下「議員」という。）及び杉並区長（以下

「区長」という。）の選挙において選挙公報を発行し、もつて議員及び区長の候補者

（以下「候補者」という。）の氏名、経歴、政見等を選挙人に周知させることを目的

とする。 

（選挙公報の発行） 

第２条 議員及び区長の選挙においては、杉並区選挙管理委員会（以下「委員会」とい

う。）は、候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲載した選挙公報を、選挙ごとに１

回発行する。 

（掲載の申請） 

第３条 候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見、写真等の掲載を受けようとするときは、

その掲載文及び写真を添えて、委員会の指定する期日までに、文書で委員会に申請し

なければならない。 

（選挙公報における品位保持） 

第４条 前条の掲載文には、他人の名誉を傷つけ、若しくは善良な風俗を害し、又は特

定の商品の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしくも選挙公報としての品位

を損なう文言を記載してはならない。 

（選挙公報の発行手続） 

第５条 委員会は、第３条の申請があつたときは、その掲載文を原文のまま選挙公報に

掲載する。 

２ 一の用紙に２人以上の候補者の氏名、経歴、政見、写真等を掲載する場合において

は、その掲載の順序は、委員会がくじで定める。 

３ 第３条の申請をした候補者又はその代理人は、前項のくじに立ち会うことができる。 

（選挙公報の配布） 

第６条 選挙公報は、当該選挙に用いる選挙人名簿に登録された者の属する各世帯に対

して、当該選挙の期日の前日までに配布するものとする。 

２ 委員会は、前項の各世帯に選挙公報を配布することが困難であると認められる特別

の事情があるときは、同項の規定により配布すべき日までに新聞折込みその他これに

準ずる方法による配布を行うことによつて、同項の規定による配布に代えることがで

きる。この場合においては、委員会は、杉並区役所その他適当な場所に選挙公報を備

え置く等当該方法による選挙公報の配布を補完する措置を講ずることにより、選挙人

が選挙公報を容易に入手することができるよう努めなければならない。 

（選挙公報の発行を中止する場合） 

第７条 法第100条第４項の規定に該当し投票を行うことを必要としなくなつたとき又

は天災その他避けることのできない事故その他特別の事情があるときは、選挙公報発

行の手続は、中止する。 
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（委任） 

第８条 この条例に規定するもののほか、選挙公報の発行について必要な事項は、委員

会が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年12月１日条例第33号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年３月24日条例第１号）抄 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第４項の規定は、公職選挙法の

一部を改正する法律（平成６年法律第２号）による改正後の公職選挙法第13条第１項

に規定する法律の施行の日（以下「法律の施行日」という。）から施行する。 

附 則（平成７年３月14日条例第２号）抄 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成10年３月25日条例第17号） 

１ この条例は、平成10年６月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の

発行に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後そ

の期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までに告示された選挙につい

ては、なお従前の例による。 
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○杉並区選挙執行規程（抄）

平成16年６月３日 

選管告示第11号 

最終改正：令和５年11月22日選挙管理委員会告示第22号 

第18章 選挙公報の発行 

（選挙公報掲載の申請） 

第76条 杉並区議会議員及び杉並区長の選挙における選挙公報の発行に関する条例（昭

和54年杉並区条例第２号。以下「選挙公報条例」という。）第３条（掲載の申請）の

規定により、候補者が選挙公報に氏名、経歴、政見、写真等の掲載を受けようとする

ときの申請は、当該選挙の期日の告示があった日に、委員会が交付する別記第20号様

式の原稿用紙（委員会が提供する同様式の電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を含む。以下「原稿用紙」という。）

に記載した掲載文２通及びおおむね６月以内に撮影した鮮明な候補者自身の無帽、無

背景、正面向、上半身の手札型大の写真２葉（裏面に住所氏名及び撮影年月日を明記

する。）又は記録した掲載文及び写真を添えて、別記第21号様式による申請書を委員

会に提出しなければならない。 

（選挙公報に関する申請の時間） 

第77条 選挙公報に関する申請は、午前８時30分から午後５時までの間にしなければな

らない。 

（掲載文の書き方） 

第78条 掲載文は、原稿用紙によって記載し、又は記録しなければならない。 

２ 掲載文は、無彩色で記載し、又は記録しなければならない。 

３ 掲載文には、第76条の規定により掲載できる写真以外の写真は掲載できない。 

４ 掲載文は、通常使用する漢字、平仮名、片仮名、数字及び外国文字その他の文字並

びに記号、符号、線、圏点等並びに図画、図、表、イラストレーション等を用いて記

載し、又は記録しなければならない。ただし、氏名欄には通常使用する漢字、平仮名、

片仮名、数字及び外国文字以外は使用することができない。 

５ 氏名欄には、候補者の氏名（令第89条（衆議院議員又は参議院比例代表選出議員の

選挙以外の選挙における立候補の届出書又は推薦届出書に記載すべき事項等）第５項

の規定の適用を受けた場合においては、通称）を記載し、又は記録しなければならな

い。 

６ 前項に定めるもののほか、氏名欄には、候補者の年齢及び所属党派（所属党派がな

い場合は、無所属と記載し、又は記録することができる。）以外は記載し、又は記録

することができない。 

（掲載文の品位保持） 

第79条 委員会は、選挙公報条例第４条（選挙公報における品位保持）の規定に係る文

言があると認めた場合は、候補者に対して、当該文言の訂正を求めることができる。 

（図画等の面積の制限） 

第80条 掲載文に図画、図表、イラストレーション等を記載し、又は記録しようとする

場合においては、それらの部分に係る面積の合計面積は、当該候補者が原稿用紙に掲

載文を載せることのできる面積のおおむね２分の１を超えてはならない。ただし、合

計面積の計算に当たっては、当該候補者が第76条（選挙公報掲載の申請）の規定によ
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り掲載することができる写真及び第78条（掲載文の書き方）第５項の氏名欄に係る面

積は、当該合計面積に算入しない。 

２ 委員会は、第78条及び前項の規定に違反して記載し、又は記録した掲載文の申請が

あった場合又は文字等が著しく小さいとき若しくは著しく大きいとき、その他印刷が

著しく不鮮明になるおそれがあると認めた場合は、候補者に対し、当該掲載文の記載

又は記録の訂正を求めることができる。 

３ 候補者が前項の規定による求めに応じない場合は、委員会は、必要な訂正をするこ

とができる。 

（掲載文の修正及び撤回） 

第81条 候補者が、既に申請した掲載文（写真を含む。）の修正又は撤回をしようとす

るときは、別記第22号様式による申請書（修正申請書の場合は、新たに記載し直した

掲載文２通若しくは写真２葉又は記録し直した掲載文若しくは写真を添付するこ

と。）を委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による修正又は撤回は、選挙公報掲載の申請期限経過後においては、こ

れをすることはできない。 

（掲載文の選挙公報掲載順序決定のくじ） 

第82条 掲載文（写真を含む。）を選挙公報に掲載する順序を定めるくじは、掲載申請

書を提出した順序により行う。 

２ 前項のくじは、選挙公報に関する申請の時間を経過した後直ちに杉並区選挙管理委

員会室（以下「委員会室」という。）又は委員会が別に定める場所でこれを行う。た

だし、委員会は、やむを得ない事由があると認めたときは、別に告示する日時及び場

所で行う。 

（選挙公報の様式） 

第83条 選挙公報は、別記第23号様式による。 

（選挙公報の印刷） 

第84条 選挙公報は、黒色で印刷するものとする。 

２ 候補者は、選挙公報の印刷の体裁等について指定することができない。 

（掲載文の返還） 

第85条 既に提出した掲載文（写真を含む。）は、事由のいかんにかかわらず、返還し

ない。 

（選挙公報発行手続の中止） 

第86条 候補者が立候補の届出を却下され、死亡し、又は候補者であることを辞したと

きは、当該候補者の掲載文（写真を含む。）の掲載は中止する。ただし、選挙公報の

発行手続に着手しているときは、この限りでない。 

２ 前項本文に掲げる事由が第76条（選挙公報掲載の申請）の規定により申請した全部

の候補者について生じた場合において、選挙公報が配布前であるときは、その配布手

続は中止する。 

（選挙公報の訂正） 

第87条 選挙公報の印刷に誤りがあったときは、告示をもって訂正する。 

（選挙公報の余白利用） 

第88条 選挙公報には、その余白に啓発又は棄権防止等のため選挙に関する標語等を掲

載することができる。 
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○杉並区性の多様性が尊重される地域社会を実現するための取組の推進に関する条例

令和５年３月15日 

条例第12号 

（目的） 

第１条 この条例は、杉並区（以下「区」という。）において性の多様性が尊重される

地域社会の実現を図るため、基本理念、性を理由とする差別等の禁止、区、区民及び

事業者の責務並びにパートナーシップ制度その他の区が実施する性の多様性が尊重

される地域社会の実現に関する施策の基本的事項について定め、もって全ての区民が

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する地域社会の実現に資することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(１) 性的指向 自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向をいう。

(２) 性自認 自己の性別についての認識をいう。

(３) パートナーシップ関係 双方又はいずれか一方が性的指向が異性に限らない

者又は性自認が出生時に判定された性別と一致しない者であり、互いを人生のパー

トナーとして、相互の人権を尊重し、継続的に協力し合い、共同生活を営むことを

約した２者間の関係をいう。

(４) パートナーシップ制度 第９条に定めるところにより、区長がパートナーシッ

プ関係にある者からの届出を受理したことを証明する制度をいう。

(５) 区民 区内に住み、働き、又は学ぶ人をいう。

(６) 事業者 区内において、事業活動を行うものをいう。

（基本理念）

第３条 性の多様性が尊重される地域社会を実現するための取組の推進は、性的指向又

は性自認を内心にとどめることを希望する者の平穏な生活の確保に配慮しつつ、全て

の区民が、性を理由とする差別等を受けないこと、性の多様性をめぐる個人としての

尊厳が重んぜられること及び性別、性的指向、性自認等にかかわらず、自らの意思に

よって地域社会のあらゆる分野における活動に参画し、能力を発揮する機会が確保さ

れることを旨として、行われなければならない。 

（性を理由とする差別等の禁止） 

第４条 何人も、性を理由として不当な差別的取扱いをすることその他の性を理由とし

て個人の権利利益を不当に侵害する行為をしてはならない。 

２ 何人も、正当な理由なく、本人の意に反して、性的指向若しくは性自認の表明を強

制し、若しくは禁止し、又は性的指向若しくは性自認を明らかにしてはならない。 

（区の責務） 

第５条 区は、第３条に定める基本理念にのっとり、区民、事業者、国及び他の地方公

共団体その他の関係機関等との連携を図りつつ、性の多様性が尊重される地域社会の

実現に関する施策を実施する責務を有する。 

（区民の責務） 

第６条 区民は、性の多様性について理解を深めるとともに、区が実施する性の多様性

が尊重される地域社会の実現に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

66

資料　４

oishi-megu
テキストボックス



（事業者の責務） 

第７条 事業者は、性の多様性について理解を深め、その事業活動を行うに当たっては、

性を理由とする差別等の防止を図る等性の多様性に配慮するよう努めるとともに、区

が実施する性の多様性が尊重される地域社会の実現に関する施策に協力するよう努

めるものとする。 

（相談体制の整備等） 

第８条 区は、区民からの性を理由とする差別等に関する相談に的確に応ずるため、必

要な体制の整備を図るものとする。 

２ 区民は、性を理由とする差別等について、区長に対し、苦情の申出をすることがで

きる。 

３ 区長は、前項の規定により苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速に処理するも

のとする。 

（パートナーシップ制度） 

第９条 パートナーシップ関係にある者であって、規則で定める要件を満たすものは、

規則で定めるところにより、これらの者がパートナーシップ関係にある旨を区長に届

け出ることができる。 

２ 区長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところにより、当該

届出を受理したことを証する書面を交付するものとする。 

３ 第１項の届出をした者であって、当該届出を受理したことを証するカードの交付を

受けようとするものは、規則で定めるところにより、区長に申請することができる。 

４ 区長は、前項の申請があったときは、規則で定めるところにより、同項の申請をし

た者に対し、同項のカードを交付するものとする。 

５ 区は、区が実施する施策等において、パートナーシップ関係にある区民が安心して

暮らすことができる地域社会の実現を目的とするパートナーシップ制度の趣旨を十

分に尊重し、適切に対応するものとする。ただし、法令等の規定により実施する施策

等においては、この限りでない。 

６ 前各項に定めるもののほか、パートナーシップ制度に関して必要な事項は、規則で

定める。 

（啓発活動） 

第10条 区は、性の多様性に関する区民及び事業者の理解を深めるよう、広報その他の

啓発活動を行うものとする。 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第９条及び次項から附則第

４項までの規定は、公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。 

（令和５年規則第15号で令和５年４月24日から施行） 

２ 杉並区事務手数料条例（平成12年杉並区条例第24号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

３ 杉並区高齢者住宅条例（平成９年杉並区条例第26号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

４ 杉並区営住宅条例（平成９年杉並区条例第27号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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